
（平成２３年１１月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 40 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 31 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 26 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4524 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年１月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 56 年１月 

② 昭和 57 年２月から同年 11 月まで 

私は 18 歳の昭和 45 年＊月から会社勤めを始め厚生年金保険に加入し、

退職しても将来のためにと思い国民年金に加入した。結婚してからも任

意加入しており、国民年金の全ての期間の保険料は納付していたはずで

ある。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立期間以外に国民年金保険料の未

納期間は無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続及び国民年金の

任意加入手続並びに第１号被保険者と第３号被保険者の種別変更手続を

適切に行っていることがオンライン記録により確認できることから、申

立人は保険料の納付意識が高かったと思われ、１か月と短期間である申

立期間①の保険料を納付できなかったとする特段の事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、オンライン記録により申立人は昭和 56 年２月

12 日に国民年金の被保険者資格を喪失し、同日付けで取得した厚生年

金保険の被保険者資格を 57 年２月 26 日に喪失していること及び同年

12 月７日に国民年金の被保険者資格を再取得していることが確認でき

ることから、申立期間②は未加入期間であり、制度上保険料を納付でき

ない期間であると考えられる。 

また、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち

昭和 56 年１月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4525 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55 年７月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年７月 

私は昭和 53 年２月から国民年金に任意加入し、保険料を納めていた。

55 年７月にＡ町からＢ市に転居する際に、Ａ町で区長のＣさんから、

同年７月の国民年金保険料を納付してから転居するように言われたので、

１か月分の保険料 3,770 円を納付した。その領収証を現在も所持してい

る。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料を集金したＡ町の区長が交付したと推認さ

れる昭和 55 年７月分の領収証を所持している上、申立期間前後の保険料

は納付済となっており、申立人が１か月と短期間の保険料を納付できなか

ったとする特段の事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4527 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は申立期間のうち、昭和 45 年４月から 46 年３月までの期間及び

48 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年９月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 45 年４月から 46 年３月まで 

             ③ 昭和 48 年 10 月から同年 12 月まで 

私が 20 歳になった昭和 39 年＊月頃、当時、住み込みで働いていたＡ

店の経営者が国民年金の加入手続をして保険料を給料から天引きして納

付してくれた。その後間もなく自分で保険料を納付するようになった。

私は国民年金保険料を納付しなかった覚えは無い。 

申立期間①、②及び③の保険料が未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②及び③について、申立人は国民年金保険料を納付しなかっ

た覚えは無いとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当

該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 40 年５月頃に払

い出されたと推認され、このことからすると申立期間②及び③の保険料

を納付することが可能な期間である。 

また、申立期間②及び③前後の期間は納付済みとなっている上、申立

人が 12 か月及び３か月とそれぞれ短期間である申立期間②及び③の国

民年金保険料を納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間①について、申立人は当時、住み込みで働いていたＡ店の経

営者が国民年金の加入手続をして国民年金保険料を給料から天引きして



                      

  

納付してくれたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の払

出時期からすると、申立期間①の保険料は遡って納付する期間となるが、

その経営者は既に他界しており証言を得ることができず、申立人の国民

年金の加入手続及び申立期間①の保険料納付状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 45 年４月から 46 年３月までの期間及び 48 年 10 月から同年 12

月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、付加保険料を含めて納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年 12 月から 40 年３月まで 

             ② 昭和 54 年１月から同年３月まで 

申立期間①については、当時、家事手伝いとして働いていた雇用主が

20 歳のお祝いとして国民年金の加入手続をして保険料を納付してくれ

た。 

申立期間②については、夫が納付したはずである。 

申立期間①及び②の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人はその夫が納付したとしているところ、

申立人には国民年金手帳記号番号が二つ払い出されており、そのうち二

つ目の記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、

昭和 52 年 10 月頃に払い出されたと推認され、このことからすると申立

期間②の保険料を納付することが可能である。 

また、申立期間②前後の期間は付加保険料込みで納付済みとなってい

る上、申立人が３か月と短期間である申立期間②の付加保険料を含む保

険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間①について、申立人はその雇用主が国民年金の加入手続をし

て保険料を納付してくれたはずであると申述しているが、申立人の国民

年金の加入手続及び保険料納付を行ったとするその雇用主は既に他界し

ており証言を得られず、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付

に直接関与していないことから、これらの状況が不明である。 



                      

  

また、申立人の一つ目の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後

の被保険者の資格取得時期から、昭和 40 年７月頃に払い出されたと推

認され、その時点では、36 年 12 月から 38 年３月までの期間は時効に

より保険料を納付できない期間であり、同年４月から 40 年３月までの

期間は遡って保険料を納付できる期間であるが、当該期間の保険料納付

状況が不明である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により

調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も

見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保険料を、付加保険料を含め

て納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4533 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、昭和 55 年９月の国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年９月 

    私は、昭和 54 年５月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

はいつも納期限内に納付していた。私が保管している領収証書によれば、

昭和 55 年７月から同年９月までの３か月分の国民年金保険料１万

1,310 円を、納期限の同年７月 31 日にＡ信用金庫Ｂ支店で間違いなく

納付している。しかし、この時に納付した国民年金保険料のうち、同年

９月の１か月分の国民年金保険料が納付した記録となっていない。また、

還付された覚えも無いので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年５月に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料をいつも納期限内に納付していたとしているところ、申立人が主張する

とおり、申立人は、昭和 55 年７月 31 日に申立期間の保険料含む同年７月

から同年９月までの保険料を納付したことを示す領収証書を保管しており、

申立期間の保険料を納付していたことが確認できる。 

また、Ｃ市が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿には、申立人

は「昭和 54 年５月 22 日」に国民年金の任意加入被保険者の資格取得をし、

昭和 54 年５月から 55 年９月までの国民年金保険料を納付し、「昭和 55

年９月 18 日」に当該資格を喪失したと記録されている。 

このことからすると、申立人は申立期間の国民年金保険料を昭和 55 年

７月 31 日に納付したが、その後、申立人が同年９月 18 日に任意加入被保

険者の資格を喪失したため、申立期間は未加入期間となり、制度上保険料

を納付することができなくなり、当該納付済みの保険料は還付されるべき

保険料となったものと考えられる。 



                      

  

しかしながら、申立期間の国民年金保険料について、申立人は還付され

た覚えも無いとしており、行政の記録である上記被保険者名簿及びオンラ

インにおいて、当該申立期間の保険料が還付された記録は確認できないこ

とから、申立人の保険料は、申立人が納付してから 30 年以上にわたり長

期間国庫歳入金として取り扱われていたことは明らかであり、制度上任意

加入被保険者の資格を喪失したことを理由として、申立期間の任意加入被

保険者資格と保険料納付を認めないことは信義則に反するものと考えられ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4534 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年８月から 52 年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 47 年＊月頃、義兄が経営する会社に勤務し、

その会社で経理担当をしていた姉が、国民年金の加入手続をしてくれた。 

国民年金保険料の納付については、姉が私の給料から保険料を天引き

し、納付してくれた。しかし、その姉は既に他界しているので詳細を聞

くことができない。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間について、申立人は、その姉が加入手続及び保険料納付を行

ったとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 52 年７月下旬頃に払い出

されたと推認され、その時点では、申立期間のうち、50 年４月から 52

年３月までの期間は、保険料を納付できる期間である。 

また、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付をしたとするその

姉の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年６月頃に払い出されたと推認

され、当該手帳記号番号が払い出された時点で、その姉は 51 年７月ま

で遡って保険料を納付し、それ以降は全て納付済みであることがオンラ

イン記録で確認できることから、その姉の保険料の納付意識は高かった

ものと考えられ、その姉が申立人の申立期間のうち、50 年４月から 52

年３月までの保険料について遡って納付した可能性は否定できない上、

国民年金手帳記号番号が払い出された時点で納付可能だった 24 か月と



                      

  

比較的短期間である保険料を納付できなかった特段の事情も見当たらな

い。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 47 年８月から 50 年３月までの期間につ

いて、申立人は、前記１と同様に国民年金の保険料を納付したと主張し

ているが、申立人の国民年金手帳記号番号は上記のとおり 52 年７月頃

払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により保険料

を納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索

等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡も見当たらない。 

また、当該期間の国民年金保険料を納付したとするその姉は、既に他

界しており、申立人は保険料納付に直接関与していないことから、当該

期間に係る保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

うち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4538 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年７月から 53 年５月まで 

             ② 昭和 58 年１月から同年３月まで 

    私は、ねんきん特別便で未納期間及び未加入期間があることを知った。

私が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してきた。申立

期間が、未納及び未加入になっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人は、自ら国民年金保険料を納付してきた

と主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番

号前後の被保険者の資格取得時期から昭和 53 年６月頃に払い出された

と推認され、そのことから、申立期間②は保険料を納付することができ

た期間である。  

    また、申立期間②前後の国民年金保険料は納付済みである上、申立人

が３か月と短期間である申立期間②の保険料を納付できなかった特段の

事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人は、昭和 45 年６月か同年７月頃に国民

年金の加入手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号

番号は、上記１のとおり 53 年６月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間のうち 45 年７月から同年 12 月までは時効により国

民年金保険料を納付できない期間である上、申立人は特例納付により保

険料を納付した記憶は無いとしている。 

    また、申立期間①のうち昭和 46 年１月から 53 年５月までの期間につ



                      

  

いて、申立人が所持している年金手帳及びオンライン記録では、未加入

期間になっており、制度上、国民年金保険料を納付できない期間である。 

    さらに、申立人は、昭和 45 年６月か同年７月頃に国民年金に加入し

たと主張し、申立人が所持している年金手帳の国民年金の記録欄及びオ

ンライン記録では、当該期間が強制加入となっていることから、申立人

の国民年金手帳記号番号の払出状況について、国民年金手帳記号番号払

出簿の 45 年度の払出状況を調査したところ、申立人が国民年金の加入

手続を行った形跡が見当たらなかった上、当委員会がオンライン氏名検

索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡も見当たらない。 

    加えて、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4540 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成５年 11 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 11 月 

    私は、平成５年 11 月７日に会社を退社して、実家のＡ地Ｂ市（現在

は、Ｃ市）に帰り、実家の父から国民年金に加入するよう勧められて、

父と二人で私の国民年金の加入手続をした。父から間断なく保険料を納

付するよう言われていたので、申立期間は国民年金保険料を納付してい

る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成５年 11 月７日に会社を退社して、実家のＢ市に帰り、

その父から国民年金に加入するよう勧められて、その父と二人で申立人の

国民年金の加入手続をしたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から同年 12 月頃に

払い出されたと推認され、このことからすると申立期間は国民年金保険料

を納付できる期間である。 

   また、申立期間は、国民年金の強制加入期間であるところ、申立人に係

るオンライン記録及び国民年金被保険者名簿（Ｂ市作成）によれば、申立

人は、平成５年 11 月８日に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、同年 12

月８日に国民年金被保険者資格を取得した記録になっているのは不自然で

ある。 

   さらに、申立期間直後の期間の保険料は納付済みである上、申立期間は

１か月と短期間であり、申立期間の保険料を納付できなかった特段の事情

は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年１月から同年４月までの期間、

52 年７月から同年９月までの期間、同年 10 月から同年 12 月までの期間、

54 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年１月から同年４月まで 

             ② 昭和 40 年８月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 44 年９月及び同年 10 月 

             ④ 昭和 50 年 10 月から 51 年５月まで 

             ⑤ 昭和 52 年７月から同年９月まで 

             ⑥ 昭和 52 年 10 月から同年 12 月まで 

             ⑦ 昭和 53 年１月から同年９月まで 

             ⑧ 昭和 54 年２月及び同年３月 

    私は、国民年金に加入後、国民年金保険料を全て納付している。生活

保護を受けていた時期もあるが、保険料免除に関する説明を受けたこと

は無く、手続もした覚えが無い。 

    申立期間①及び⑤の未納期間、申立期間②及び③の未加入期間並びに

申立期間④及び⑥から⑧までの保険料免除期間を全て保険料納付済期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①（昭和 37 年１月から同年４月まで）について、申立人は、

Ａ市（現在は、Ｂ市）で国民年金保険料を納付したとしているところ、

申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格

取得時期から、昭和 35 年 10 月から 36 年４月頃にかけて払い出された

と推認され、このことからすると申立期間①は保険料を納付できる期間

である。 

  また、申立人が４か月と短期間である申立期間①の保険料を納付でき

なかった特段の事情は見当たらない。 



                      

  

 

２ 申立期間⑤（昭和 52 年７月から同年９月まで）及び⑥（昭和 52 年

10 月から同年 12 月まで）について、申立人は、Ｃ市では、口座振替の

ほか、同市役所内に設置された金融機関で納付書により保険料を納付し

ていたとしているところ、同市の国民年金被保険者名簿により申立人は

申立期間⑤及び⑥の前後の期間について口座振替としていたことが記載

されていることから申立人の申述は信憑性
しんぴょうせい

がある。 

  また、Ｃ市の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録によると、当

該期間の直前の期間（昭和 51 年６月から 52 年６月まで）の保険料は納

付済みであり、申立人が申立期間⑤及び⑥の合計６か月と短期間である

当該期間の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

  さらに、申立期間⑥については、オンライン記録では免除期間とされ

ているが、Ｃ市の国民年金被保険者名簿には、「53．２．28 生保開

始」と記載されており、同被保険者名簿の納付記録欄には、申立期間⑥

は空欄であり、免除をうかがわせるような記載は見当たらないことから、

行政の記録管理に不備が見られる。 

 

３ 申立期間⑧（昭和 54 年２月及び同年３月）について、当該期間はオ

ンライン記録では免除期間とされているところ、申立人は、Ｄ市では、

生活保護を受給したことは無く、国民年金保険料が免除された記憶も無

いとしているところ、同市の国民年金被保険者名簿には、申立期間⑧は

空欄であり、免除をうかがわせるような記載は見当たらないことから、

行政の記録管理に不備が見られる。 

  また、Ｄ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、同市に転入

した月（昭和 53 年９月）直後の 53 年 10 月から 54 年１月までの保険料

は納付済みであり、申立人が２か月と短期間である申立期間⑧の保険料

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

４ 一方、申立期間②（昭和 40 年８月から同年 12 月まで）及び③（昭和

44 年９月及び同年 10 月）について、申立人は、前記１と同様に、Ａ市

で国民年金保険料を納付したとしているが、申立人は、会社を退職後の

手続、申立期間に係る国民年金保険料の納付金額等、国民年金の加入手

続及び保険料納付に関する記憶が明確でなくこれらの状況が不明である。 

  また、申立期間②及び③はいずれも厚生年金保険の加入期間の間の期

間であるところ、Ａ市の国民年金被保険者名簿では、申立期間②及び③

については未加入期間を示す棒線が引かれており、これはオンライン記

録と一致していることから、申立期間②及び③は未加入期間と推認され、

制度上保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオンライ

ンの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 



                      

  

  さらに、申立人が、申立期間②及び③の国民年金保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない 

 

５ 申立期間④（昭和 50 年 10 月から 51 年５月まで）及び⑦（昭和 53 年

１月から同年９月まで）について、申立人は、国民年金保険料を納付し

たとしている。しかしながら、申立人は、昭和 50 年から 52 年頃にかけ

て生活保護の対象になった時期があると申述しており、申立期間④につ

いては、Ｃ市の国民年金被保険者名簿には、「法免該当 50．７．16」、

「消滅 51．６．１」と記載されるとともに、同名簿の納付記録欄には、

50 年６月の保険料が同年６月 28 日に、同年７月から同年９月までの保

険料が同年９月 20 日に納付されていることから、50 年 10 月から 51 年

５月までは法定免除に該当していたものと推認され、また、申立期間⑦

については、同名簿には、「法免該当 53．２．28」「消滅 53．10．

４」と記載されていることから、53 年１月から同年９月まで法定免除

に該当していたものと推認でき、これらの記録はオンライン記録と一致

する。 

  また、申立人が、申立期間④及び⑦の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない 

 

６ そのほか、申立事案の口頭意見陳述においては、申立期間②、③、④

及び⑦に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付を裏付ける事

情をくみ取ろうとしたが、具体的な新しい証言や証拠を得ることはでき

なかった。 

 

７ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 37 年１月から同年４月までの期間、52 年７月から同年９月ま

での期間、同年 10 月から同年 12 月までの期間並びに 54 年２月及び同

年３月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6372 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を 20 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 10 年 11 月１日から 11 年４月１日まで 

       年金記録を確認したところ、株式会社Ａに事務員として勤務してい

た期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、当時の給与額と比べて低

い金額となっていることが分かった。給与は月給で変更無く支払われ

ていたので、社会保険料も変わりなく控除されていた筈である。申立

期間の厚生年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける申立期間に係る

厚生年金保険の標準報酬月額は、当初、20 万円と記録されていたところ、

当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平成 11 年４月１日

の前日の同年３月 31 日付けで、10 年 11 月１日に遡って９万 8,000 円に

減額訂正されているとともに、申立人と同じ日付で複数の同僚についても

標準報酬月額が遡って引き下げられていることが確認できる。 

また、申立人は、法人商業登記簿謄本から役員でないことが確認できる

上、元事業主は、「減額訂正の届出等については分からないが、経営はか

なり苦しく、社会保険料の滞納はあった。経理や社会保険関係については

自分が行っていた。」と供述している。 

さらに、同僚の一人は、「自分は、給与計算や社会保険関係の手続をし

ていたが、減額の月額変更届を行った記憶は無い。給与は社長（元事業主、

以下同じ。）が決めており、社長の指示に従って事務処理をしていた。営

業職の社員には給与に増減があったが、事務員の給与は月給で給与額は固

定していた。保険料は、届出により決定された標準報酬月額に基づき毎月



                      

  

控除していた。」と供述している。 

加えて、日本年金機構から提出された資料により、申立期間当時、当該

事業所に多額の社会保険料の滞納があったことが確認できるとともに、滞

納保険料の精算処理は、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った後も引き続き行われていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成 11 年３月 31 日に行われた遡及訂正

処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所が行った当該遡及

処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正処理があったとは認められな

い。 

このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている申立人の申立

期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとお

り、20 万円に訂正することが必要である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6373 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を平成 17 年 12 月 29

日は４万円に、18 年 12 月 29 日は３万円に、19 年６月 29 日は３万 2,000

円に、同年 12 月 29 日は３万 1,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 29 日 

             ② 平成 18 年 12 月 29 日 

             ③ 平成 19 年６月 29 日 

             ④ 平成 19 年 12 月 29 日 

    Ａ所において、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控

除されていたが、同事業所が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。その

後、同事業所は賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ所から提出された「2005 年度賞与賃金台帳」及び平成 17 年分から 19

年分までの退職所得給与所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立人は、

申立期間に同事業所から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

また、申立期間の標準賞与額については、前述の賞与賃金台帳等におけ

る厚生年金保険料控除額から、平成 17 年 12 月 29 日は４万円に、18 年 12

月 29 日は３万円に、19 年６月 29 日は３万 2,000 円に、同年 12 月 29 日

は３万 1,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は事務処理上の誤りにより賞与支払届の提出を行っていな

いことを認めており、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後

に、申立人の申立期間に係る賞与支払届を行っていることから、社会保険

事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6374 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を平成 17 年 12 月 29

日は 25 万円、18 年 12 月 29 日は 24 万円、19 年６月 29 日及び同年 12 月

29 日は 30 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 29 日 

                          ② 平成 18 年 12 月 29 日 

             ③ 平成 19 年６月 29 日 

             ④ 平成 19 年 12 月 29 日 

    Ａ所において、申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控

除されていたが、同事業所が当該賞与について、社会保険事務所（当

時）に届け出ていなかったため、保険料として納付されていない。その

後、同事業所は賞与の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納

付できず、厚生年金保険の給付に反映されない記録となっているので訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ所から提出された、「2005 年度賞与賃金台帳」及び平成 17 年分から

19 年分までの退職所得給与所得に対する所得税源泉徴収簿により、申立

人は、申立期間に同事業所から賞与の支給を受け、当該賞与に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

また、申立期間の標準賞与額については、前述の賞与賃金台帳等におけ

る厚生年金保険料控除額から、平成 17 年 12 月 29 日は 25 万円、18 年 12

月 29 日は 24 万円、19 年６月 29 日及び同年 12 月 29 日は 30 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、事務処理上の誤りにより、賞与支払届の提出を行って

いないことを認めており、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅し

た後に、申立人の申立期間に係る賞与の届出を行っていることから、社会

保険事務所は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6379 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額（３万 3,000 円）であったと認められることから、申立

期間の標準報酬月額の記録を３万 3,000 円に訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月１日から同年 10 月１日まで 

    ねんきん特別便の記録では、株式会社Ａ（旧株式会社Ｂ）Ｃ支店に勤

務した期間のうち、申立期間における標準報酬月額が前月までの標準

報酬月額と比較し下がっているのは納得できない。誤りであると思う

ので申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、株式会社ＡのＣ支店における申立人の申立期間の

標準報酬月額は、昭和 40 年５月１日付けの随時改定により３万円と記録

されている。 

しかしながら、株式会社ＢのＣ支店に係る事業所別被保険者名簿におけ

る申立期間の標準報酬月額の記録を確認したところ、当該期間については、

昭和 40 年５月１日付けの随時改定の記録は無く、39 年 10 月から 40 年９

月までの期間の標準報酬月額は３万 3,000 円であることが確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、オンライン記録上の昭和 40 年５月１日

付けの随時改定は、上記名簿からオンライン切替の際に誤って３万円と記

録された可能性がうかがえることから、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た３万 3,000 円と

することが必要と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6383 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における厚生年金

保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 39 年５月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年５月１日から同年６月１日まで 

Ｂ株式会社Ｃ所から、昭和 39 年に子会社のＡ株式会社（後にＤ株式

会社に名称変更し、58 年にＢ株式会社と合併）に異動したが、同年５

月１日から同年６月１日までの厚生年金保険の記録が無い。同年５月に

はＡ株式会社で、継続して勤務していると思うので、調査して記録を回

復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の加入記録及び申立人が所持するＢ株式会社が発行した退職金

計算書から判断すると、申立人は同社に継続して勤務し（同社Ｃ所から関

連会社のＡ株式会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、申立人とほぼ同時期にＢ株式会社Ｃ所からＡ

株式会社に異動した同僚の証言から、昭和 39 年５月１日とすることが妥

当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る厚生年金保険被保険者原票に係る昭和 39 年６月の記録から、１万

8,000 円とすることが妥当である。 

 なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行につい

て、Ｂ株式会社は、申立期間当時のことは不明としており、このほかに確



                      

  

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社

会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認でき

る関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められな

い。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6384 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額（41 万円）

に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めら

れることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 41 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年 11 月１日から９年４月１日まで 

株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が 32 万

円とされているが、給与から標準報酬月額 41 万円に基づく厚生年金保

険料が控除されていたので、申立期間の標準報酬月額の記録を 41 万円

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出している株式会社Ａの給与支給明細書（平成７年 11 月か

ら９年３月まで）の記載から、申立人は、申立期間において、その主張す

る標準報酬月額（41 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主から回答を得られず、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6385 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間

①に係る標準報酬月額の記録を 32 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年 11 月から 10 年３月まで 

② 平成 11 年８月１日から 13 年７月 24 日まで 

株式会社Ａに勤務した申立期間①及び株式会社Ｂに勤務した申立期間

②について、それぞれの給与額は約 32 万円であったが、当該期間の標

準報酬月額の記録が低いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａ

における標準報酬月額は、当初 32 万円と記録されていたが、同社が厚

生年金保険の適用事業所に該当しなくなった平成 10 年４月 28 日より後

の同年５月 19 日付けで、９年 11 月１日に遡って 16 万円とする随時改

定が行われていることが確認できる。 

また、申立人は、申立期間①当時「株式会社Ａの店舗でＣ業務に従事

しており、厚生年金保険の届出書の作成には関与しておらず、同社の店

長であり役員ではない。」としているところ、同僚によると申立人は社

会保険事務に関与していないとしており、株式会社Ａに係る厚生保険特

別会計不納欠損決議書の記載でも、申立人が厚生年金保険事務手続に関

与していた形跡は見当たらない上、同社に係る閉鎖登記簿謄本に申立人

は同社役員として登記されていないことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の減額処理を遡及して行

う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録の訂正があった

とは認められないことから、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た 32 万円に訂正することが必要



                      

  

と認められる。 

 

２ 申立期間②について、株式会社Ｂに係る申立人のオンライン記録では、

申立期間②に係る標準報酬月額は 22 万円であることが確認でき、当該

期間の標準報酬月額が遡及訂正されるなどの不自然な処理は見当たらな

い。 

また、株式会社Ｂの元事業主は、同社は既に倒産しており、資料は保

管しておらず、申立内容について確認できず不明としており、同僚から

申立人の主張する標準報酬月額（32 万円）に基づく給与からの保険料

控除について供述を得ることはできなかった。 

さらに、株式会社Ｂの同僚が提出した平成 12 年分給与所得の源泉徴

収票及び 13 年４月から同年６月までの給与明細書によれば、12 年１月

から同年 12 月までの期間及び 13 年４月から同年６月までの期間の同人

の給与支給額はオンライン記録の標準報酬月額を上回っているものの、

給与から控除されている保険料は、標準報酬月額に見合う額となってい

ることが確認できる。 

このほか、申立期間②において申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6387 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を平成５年５月 18 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

18 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 12 月 31 日から５年５月 18 日まで 

    年金事務所の記録では、株式会社Ａにおける厚生年金保険の被保険者

資格喪失日が平成４年 12 月 31 日となっているが、実際に同社を退職し

たのは５年５月 17 日である。給料から厚生年金保険料も控除されてい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。            

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録（平成４年４月 21 日から５年５月 17 日まで）及び

株式会社ＡのＢ支店の同僚の供述により、申立人が申立期間において同支

店の事務職として継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人から提出された雇用保険受給資格者証により、申立人は、

申立期間において、オンライン記録における資格喪失時の標準報酬月額

（18 万円）に相当する給与を受け取っていたことが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると株式会社Ａにおいて申立人と同じ平

成４年 12 月 31 日付けで厚生年金保険の被保険者資格を喪失した記録があ

る複数の同僚が保有している申立期間の一部（５年１月及び同年２月）の

給与支給明細書により、被保険者資格喪失後に、資格喪失時の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を給与から控除されていることが確認できる。 

加えて、上記同僚のうちの一人は、「株式会社Ａが従業員たちに無断

で厚生年金保険被保険者から脱退していたことを後で聞かされたが、当時



                      

  

は厚生年金保険に加入していると思わせていた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにお

ける平成４年 11 月のオンライン記録から、18 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から回答が得られないため不明であり、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情も見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6389 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、12 万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 14 万円に相当する賞与 14 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 8,680 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、12 万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6390 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、12 万円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 14 万円に相当する賞与 14 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 8,120 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、12 万円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、11 万 9,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 13 万円に相当する賞与 13 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 8,060 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、11 万 9,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、13 万 7,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 15 万円に相当する賞与 15 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 9,300 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、13 万 7,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、９万 9,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 11 万 5,000 円に相当する賞

与 11 万 5,000 円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見

合う厚生年金保険料 6,670 円を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、９万 9,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6394 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、10 万 3,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 12 万円に相当する賞与 12 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 6,960 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、10 万 3,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、9,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額１万円に相当する賞与１万円

の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保険

料 580 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、9,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、12 万円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 14 万円に相当する賞与 14 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 8,120 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、12 万円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、12 万円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 14 万円に相当する賞与 14 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 8,120 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、12 万円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、12 万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 14 万円に相当する賞与 14 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 8,680 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、12 万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、７万 7,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額９万円に相当する賞与９万円

の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保険

料 5,220 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、７万 7,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、１万円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額１万円に相当する賞与１万円

の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保険

料 620 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、１万円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6401 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、9,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額１万円に相当する賞与１万円

の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保険

料 580 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、9,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6402 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、13 万 7,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 15 万円に相当する賞与 15 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 9,300 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、13 万 7,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6403 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、12 万 7,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 13 万 8,000 円に相当する賞

与 13 万 8,000 円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見

合う厚生年金保険料 8,556 円を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範



                      

  

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、12 万 7,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6404 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ所の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額となら

ない記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、13 万 7,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 平成 15 年７月 15 日 

  Ａ所から平成 15 年７月 15 日に支給された賞与について、事業主から、

年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計算の基礎とな

らない記録とされているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ所から提出された賞与一覧表から、申立人は、平成 15 年７月 15 日に、

オンライン記録により確認できる標準賞与額 15 万円に相当する賞与 15 万

円の支払を受け、当該標準賞与額より低い標準賞与額に見合う厚生年金保

険料 9,300 円を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与に係る

厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す



                      

  

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間の標準賞与額については、賞与一覧表の

厚生年金保険料控除額から、13 万 7,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6405 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立期間①のうち、昭和 44 年 11 月１日から 45 年２月１日

までの期間に係る標準報酬月額を７万 2,000 円として社会保険事務所（当

時）に届け出たことが認められることから、申立人の当該期間の標準報酬

月額に係る記録を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年７月 18 日から 45 年２月１日まで 

             ② 昭和 45 年２月１日から同年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 45 年 10 月１日から 46 年８月１日まで 

国の記録によると、Ａ株式会社に昭和 44 年７月に入社した際の標準

報酬月額が６万円とされ、45 年２月に３万 9,000 円となり、同年 10 月

からは５万 2,000 円と当初の標準報酬月額よりも引き下げられており、

46 年８月からは６万 4,000 円となっている。しかし、入社時から給与

は６万円以上であり、勤務している期間中は休職したことも無く、毎日

残業していたほどであるから、このような標準報酬月額はおかしい。申

立期間の標準報酬月額を正しい額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①のうち、昭和 47 年 11 月１日から 45 年２月１日までの期

間について、Ａ株式会社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者

原票における健康保険の標準報酬月額記載欄に、入社時の 44 年７月か

ら 45 年１月までの標準報酬月額が７万 2,000 円と記録されていること

が確認でき、44 年７月から同年 10 月までの厚生年金保険の標準報酬月

額は、当時の上限の標準報酬月額等級である６万円であるが、同年 11

月に標準報酬月額等級の改正により上限の標準報酬月額が６万円から

10 万円に引き上げられたことに伴い、同年同月からは申立人の標準報

酬月額について、７万 2,000 円が適用されたと推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録では、標準報酬月額等級改定前の６万



                      

  

円とされていることが確認できるが、前述のとおり、同原票の健康保険

における標準報酬月額の記載内容から、申立人は、昭和 44 年 11 月にお

ける等級改正に該当していたことが認められる上、申立期間当時の同僚

の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人と同様に 44 年

11 月１日の標準報酬月額等級改定前に６万円以上の標準報酬月額とさ

れていた６人については、オンライン記録上当該改訂時にそれぞれ標準

報酬月額の引上げが行われていることが確認できることから、社会保険

事務所における申立人に係る記録管理が適切でなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間①に係る標準報酬月

額の記録については、当該期間のうち、昭和 44 年 11 月から 45 年１月

までを７万 2,000 円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間①のうち、昭和 44 年７月 18 日から同年 11 月１日ま

での期間については、上述の健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

て、健康保険の標準報酬月額記載欄に７万 2,000 円と記載されているも

のの、当該期間に係る厚生年金保険における上限の標準報酬月額等級は

６万円であり、オンライン記録とも一致していることが確認できる。 

また、申立人は、給与明細書等を保存していないため、申立人の主張

する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料の控除について、確認する

ことができない。 

このほか、当該期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に相当する厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

２ 申立期間②及び③について、Ａ株式会社は、昭和 59 年７月 30 日に厚

生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主は、申立期

間に係る給与額や厚生年金保険料の控除が分かる賃金台帳等の資料を保

有していないことから、申立人の申立期間の報酬月額及び保険料控除額

について確認することができないとしている。 

また、前述の事業主が設立したＢ株式会社（現在は、Ｃ株式会社 現

在の事業主は前述の事業主とは別人）は、申立人がＡ株式会社で資格喪

失後の昭和 47 年９月に新たに資格を取得している事業所であるが、当

該事業所においても申立人に係る関係資料を保有していないとしている。 

さらに、申立期間当時、Ａ株式会社に勤務していた同僚について、健

康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録から、申立期間前



                      

  

後において、複数の同僚の標準報酬月額が減額されていることが確認で

き、それら同僚の一部に照会したところ、「給与よりも低い標準報酬月

額とされるような取扱いを受けたことがない。」と供述するとともに、

申立人についても「そのような取扱いをされる個別の事情は記憶に無

い。」と供述している。 

加えて、Ａ株式会社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者

原票から、申立期間の標準報酬月額は、昭和 45 年２月から同年９月ま

では３万 9,000 円、同年 10 月から 46 年７月までは５万 2,000 円である

ことが確認できるとともに、同原票を見ても、標準報酬月額が遡及して

訂正された形跡は認められない上、申立期間②及び③について、申立人

の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除を確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②及び③についてその主張する標準報酬月額に相当す

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案6406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期

間の標準報酬月額に係る記録を19万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年７月２日から同年10月１日まで 

国（厚生労働省）の記録では、株式会社Ａに勤務した平成13年７月か

ら同年９月までの標準報酬月額は９万8,000円と実際の給料より低くな

っている。当時もらった賃金台帳の写しを提出するので、調査の上、当

該期間の標準報酬月額を給与の額に見合うように訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準

報酬月額は、当初、19万円と記録されていたところ、申立人が同社におい

て厚生年金保険被保険者資格を喪失した日（平成13年10月１日）の後の平

成14年１月30日付けで、申立人を含む25人の標準報酬月額の記録が遡って

減額訂正されており、申立人の場合、被保険者資格取得日に遡って９万

8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、事業主は既に死亡していることから、回答を得られないが、当該

事業所に係る滞納処分票から、申立期間当時、当該事業所は厚生年金保険

料を滞納していたことが確認できる。 

さらに、当該事業所に係る法人登記簿謄本等から、申立人は、申立期間

当時役員ではなかったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、平成14年１月

30日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立

人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を遡って減額訂正する合理的な理

由は見当たらず、有効な記録訂正があったものとは認められないことから、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初



                      

  

届け出た19万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間について、申立人は、「賃金台帳（平成13年）」の写し

を所持しており、同写しには、「４月分」から「８月分」までの各月にお

いて、36万8,300円の給与の支給を受け、「７月分」に３万1,230円、「８

月分」に２万1,230円の厚生年金保険料を控除した旨が記載されている。 

しかしながら、申立期間当時の同僚19人に照会を行い、７人から回答が

あったが、全員が、当該「賃金台帳」を見たことは無いと答えており、当

時の経理担当者からも回答を得られない。 

また、当該「賃金台帳」では「７月分」及び「８月分」には、それぞれ

「雇用保険料」として2,209円が控除されているが、申立人に係る雇用保

険の記録は見当たらない上、当該「賃金台帳」には「４月分」から給与を

支給した旨が記載されているが、同僚のうち２人は、「申立人は、平成13

年７月に採用になったと思う。」又は「（平成13年）夏頃から勤務し

た。」と供述していること等を勘案すると、当該「賃金台帳」をもって、

申立人が申立期間について厚生年金保険料を控除されていたとする主張に

ついて、信 憑
ぴょう

性が認められない。 

このほかに、申立期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により控除されていたことを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成 12 年１月から同年４月までは 47 万円、同年５月から同年９月ま

では 50 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10 年６月１日から 12 年 10 月１日まで 

  厚生年金保険被保険者記録によると、株式会社Ａに係る標準報酬月額

の記録が、平成 10 年６月から 12 年９月までの期間において、34 万円

から 44 万円となっているが、当時の給与は 50 万円から 53 万円ぐらい

であった。申立期間の標準報酬月額の記録を、当時の給与にあわせて訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違を申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の範囲内であること

から、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

オンライン記録によると、申立期間のうち、平成 12 年１月から同年

４月までの期間の申立人に係る標準報酬月額は、44 万円と記録されて

いる。 

しかしながら、申立人が提出した株式会社Ａの平成 12 年１月分の給

与明細書によると、申立人が、オンライン記録により確認できる標準報



                      

  

酬月額（44 万円）を超える報酬月額（47 万 2,700 円）の支払を受け、

報酬月額に基づく標準報酬月額（47 万円）より高い標準報酬月額（50

万円）に見合う厚生年金保険料（４万 3,375 円）を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間のうち平成 12 年２月から同年４月までの期間につい

ては、申立人が提出した 12 年分の給与所得の源泉徴収票から、標準報

酬月額 47 万円に相当する報酬月額の支払を受け、厚生年金保険料控除

額は標準報酬月額 50 万円に相当する厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと推認できる。 

    したがって、当該期間に係る申立人の標準報酬月額については、給与

明細書及び源泉徴収票において確認又は推認できる報酬月額及び厚生年

金保険料控除額から、47 万円とすることが妥当である。 

  さらに、オンライン記録によると、申立期間のうち平成 12 年５月か

ら同年９月までの期間の申立人に係る標準報酬月額は、44 万円と記録

されているが、当該期間については、同年 10 月１日の定時決定の記録

及び 12 年分の給与所得の源泉徴収票から、標準報酬月額 50 万円に相当

する報酬月額の支払を受け、標準報酬月額 50 万円に相当する厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと推認できる。 

    したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、50

万円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は、当時の資料を保管しておらず不明としており、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が、給与明細書及び源泉徴収票において確認又は推認できる厚生

年金保険料控除額に見合う報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間のうち、平成 10 年６月から 11 年 12 月までの期間について

は、申立人は、当該期間に係る給与明細書等の資料を所持しておらず、

事業主は、賃金台帳などの資料は保管していないため厚生年金保険料の

控除額について不明としている上、元同僚からも給与から控除された厚

生年金保険料額について具体的な供述が得られないことから、申立人の

当該期間における報酬月額及び厚生年金保険料額について確認できない。 

  このほか、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除額について確認できる関連資料及び周辺事情は



                      

  

見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①に係る標準報酬月額の記録については、当該期間の

うち、平成 18 年９月から 19 年８月まで及び 20 年９月から 21 年１月まで

を 19 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   また、申立期間②について、標準報酬月額の決定の基礎となる平成 20

年４月から同年６月までは標準報酬月額 26 万円に相当する報酬月額が事

業主により申立人へ支払われていたと認められることから、申立人のＡ株

式会社における標準報酬月額に係る記録を 21 年２月から同年８月までは

26 万円に訂正することが必要である。 

さらに、申立人の申立期間③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧に係る標準賞与額

の記録については、申立期間③は 2,000 円、申立期間④は 6,000 円、申立

期間⑤は 15 万円、申立期間⑥、⑦及び⑧は 17 万 5,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 21 日から 21 年２月１日まで 

             ② 平成 21 年２月１日から同年９月１日まで 

             ③ 平成 18 年７月 25 日 

             ④ 平成 18 年 12 月 25 日 

             ⑤ 平成 19 年７月 25 日 

             ⑥ 平成 19 年 12 月 25 日 

             ⑦ 平成 20 年７月 25 日 

             ⑧ 平成 20 年 12 月 25 日 

    ねんきん定期便の標準報酬月額及び保険料控除額の記録が、申立期間

①及び②において給与明細書の金額と違っているので訂正してほしい。



                      

  

また、申立期間③から⑧において標準賞与の記録が無いが、賞与から厚

生年金保険料が控除されていたので、標準賞与の記録として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせん

の根拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料

徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権

が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」とい

う。）を、その他の期間については、厚生年金保険法を適用する、とい

う厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当委員会では、上記各

期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂正が認められ

るかを判断することとしている。 

申立期間①、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧については、本件申立日にお

いて保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるから、厚生年金

特例法を、申立期間②については、本件申立日において保険料徴収権が

時効により消滅していない期間であるから厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立期間①について、申立人から提出されたＡ株式会社における平成

18 年７月分及び同年９月分から 21 年１月分までの給与明細書によると、

申立人は、申立期間①のうち、18 年９月１日から 19 年９月１日までの

期間及び 20 年９月１日から 21 年２月１日までの期間において、オンラ

イン記録より高額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが確認できる。 

一方、申立人は、申立期間に係る標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控

除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見

合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準報酬月額については、申立人から

提出された上記給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額及

び報酬月額から判断すると、申立期間①のうち、平成 18 年９月から 19

年８月までの期間及び 20 年９月から 21 年１月までの期間の標準報酬月

額の記録を 19 万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業

主による納付義務の履行については、事業主への照会に対する回答を得

られないが、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月



                      

  

額に見合う標準報酬月額とオンライン記録で記録されている標準報酬月

額が、あっせんとした期間を含め、長期間にわたり一致していないこと

から、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準報酬月額

に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間②に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると、

18 万円と記録されている。しかし、申立人から提出された給与明細書

によると、標準報酬月額の決定の基礎となる平成 20 年４月から同年６

月までは標準報酬月額 26 万円に相当する報酬月額が事業主により申立

人へ支払われていたことが確認できる。 

 したがって、申立人のＡ株式会社における当該期間の標準報酬月額の

記録を 26 万円に訂正することが必要である。 

 

４ 申立人から提出されたＡ株式会社における平成 18 年上期分から 20 年

下期分までの賞与明細書によると、申立人は申立期間③、④、⑤、⑥、

⑦及び⑧の賞与支給について、事業主により厚生年金保険料を賞与から

控除されていたことが確認できる。 

一方、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる賞与に係る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそ

れぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の上記申立期間の標準賞与額については、賞与明

細書において確認できる厚生年金保険料控除額及び賞与支給額から判断

すると、申立期間③は 2,000 円、申立期間④は 6,000 円、申立期間⑤は

15 万円、申立期間⑥、⑦及び⑧は 17 万 5,000 円に訂正することが必要

である。 

なお、申立人の当該賞与に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主への照会に対する回答を得られないが、事

業主から提出のあった賞与計算表、及び申立人及び元同僚が提出した賞

与明細書において、当該申立期間に賞与が支給された被保険者が複数確

認できるところ、これら全ての者について、当該申立期間に係る標準賞

与額の記録が確認できないことから、事業主は、当該申立期間に係る賞

与支払届を社会保険事務所に提出しておらず、その結果、社会保険事務

所は、当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

 

５ 申立期間①のうち、平成 18 年７月については、報酬月額はオンライ

ン記録における標準報酬月額（18 万円）を超えているが、給与明細書

において厚生年金保険料の控除が確認できないため、厚生年金特例法に

基づくあっせんは行わない。 

また、申立期間①のうち、平成 18 年８月については、当該期間にお

いて申立人が主張する標準報酬月額に見合う保険料が控除されているこ

とが確認できる給与明細書等の資料が確認できない上、事業主及び元同

僚から保険料控除について具体的な供述が得られず、このほか、申立人

の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

さらに、申立期間①のうち、平成 19 年９月から 20 年８月までの期間

については、報酬月額はオンライン記録における標準報酬月額（18 万

円）を超えているものの、事業主により給与から控除された厚生年金保

険料は、標準報酬月額 18 万円の範囲内であることから、厚生年金特例

法に基づくあっせんは行わない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6413 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録については、平成 12 年

10 月から 14 年９月までを 24 万円、同年 10 月から同年 12 月までを 30 万

円、15 年１月から同年 12 月までを 32 万円、16 年１月から同年９月まで

を 30 万円、同年 10 月を 28 万円、同年 11 月から 17 年１月までを 26 万円、

同年２月から同年 12 月までを 24 万円、及び 18 年１月から 21 年１月まで

を 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立人の申立期間③について、標準報酬月額の決定又は改定の基

礎となる平成 20 年４月から同年６月までは標準報酬月額 36 万円に相当す

る報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたと認められることから、

申立人のＡ株式会社における標準報酬月額に係る記録を 21 年２月から同

年８月までは 36 万円に訂正することが必要である 

さらに、申立人の申立期間④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨、⑫、⑬、⑭及び⑮

に係る標準賞与額の記録については、申立期間④及び⑤は 32 万円、申立

期間⑥は 28 万円、申立期間⑦は 17 万円、申立期間⑧は 27 万円、申立期

間⑨は 29 万円、申立期間⑫は 22 万円、申立期間⑬、⑭及び⑮は 21 万

5,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年５月 21 日から 12 年 10 月１日まで 

             ② 平成 12 年 10 月１日から 21 年２月１日まで 

             ③ 平成 21 年２月１日から同年９月１日まで 

             ④ 平成 15 年７月 15 日 



                      

  

                          ⑤ 平成 15 年 12 月 15 日 

                          ⑥ 平成 16 年７月 15 日 

⑦ 平成 16 年 12 月 15 日 

⑧ 平成 17 年７月 15 日 

                          ⑨ 平成 17 年 12 月 15 日 

                          ⑩ 平成 18 年７月 25 日 

             ⑪ 平成 18 年 12 月 25 日 

                          ⑫ 平成 19 年７月 25 日 

                          ⑬ 平成 19 年 12 月 25 日 

                          ⑭ 平成 20 年７月 25 日 

                          ⑮ 平成 20 年 12 月 25 日 

平成５年５月 21 日からＡ株式会社に正社員として入社し、勤務して

いるが、このほど、ねんきん定期便が届き、記載されている厚生年金保

険記録と会社からもらった給与明細書を調べたら、毎年昇給しているに

もかかわらず、厚生年金保険料が全く変わっていない。しかも、年２回

の賞与は保険料が控除されているにもかかわらず、賞与の記録がねんき

ん定期便に記載されていないことも判明した。給与明細書と賞与明細書

等の写しを添付するので、調査の上、厚生年金保険の標準報酬月額と標

準賞与の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、平成５年５月 21 日から 21 年９月１日までの期間に係る年

金記録の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用につい

ては、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期

間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた期間

については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律（以下「厚生年金特例法」という。）を、その他の期間について

は、厚生年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたこ

とを踏まえて、当委員会では、上記各期間において、その期間に適用さ

れる法律に基づき記録訂正が認められるかを判断することとしている。 

    申立期間のうち、平成５年５月 21 日から 21 年２月１日までの期間に

ついては、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅していた

期間であるから、厚生年金特例法を、同年２月１日から同年９月１日ま

での期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消

滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

 

２ 申立人は、申立期間②の標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金特例法に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに



                      

  

基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標

準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

複数の元同僚から提出されたＡ株式会社の給与明細書によると、当該

同僚は、申立期間②のうち、平成 12 年 10 月から 14 年 12 月までの期間

について、オンライン記録の標準報酬月額を超える給与の支給を受け、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが確認でき

る上、申立人と同種の仕事をしていた元同僚のうちの一人は、オンライ

ン記録より１等級及び４等級上の標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていることが確認でき、申立人の当

該期間に係る標準報酬月額についても、前述の元同僚と同様に、オンラ

イン記録よりも１等級及び４等級上の標準報酬月額に相当する厚生年金

保険料を事業主により控除されていたと推認できる。 

以上のことから、申立人の当該期間のうち平成 12 年 10 月から 14 年

９月までの標準報酬月額については 24 万円、同年 10 月から同年 12 月

までを 30 万円とすることが妥当である。 

    また、申立人は、申立期間②のうち、平成 15 年１月から 21 年１月ま

での期間について、Ｂ市から提出された申立人に係る 15 年分から 18 年

分までの給与所得に係る源泉徴収票等及び申立人から提出されたＡ株式

会社に係る年末調整（19 年分）及び給与明細書によると、申立人は、

オンライン記録の標準報酬月額 22 万円を超える給与の支給を受け、厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが確認できる。 

    したがって、申立期間②のうち、平成 15 年１月から 18 年 12 月まで

の期間については、申立人から提出された給与明細書等において確認で

きる保険料控除額又は給与支給額から判断すると、15 年１月から同年

12 月までの期間を 32 万円、16 年１月から同年９月までの期間を 30 万

円、同年 10 月を 28 万円、同年 11 月から 17 年１月までの期間を 26 万

円、同年２月から同年 12 月までの期間を 24 万円、及び 18 年１月から

21 年１月までの期間を 28 万円に訂正することが必要である。 

    なお、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の事業

主による納付義務の履行については、事業主への照会に対する回答を得

られないが、上述の源泉徴収票等から確認又は推認できる報酬月額及び

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録上の標準

報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、その結果、社会保

険事務所（当時）は、当該期間の標準報酬月額に見合う保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな



                      

  

いと認められる。 

 

  ３ 申立期間③に係る標準報酬月額については、オンライン記録によると

22 万円と記録されている。しかし、申立人から提出された給与明細書

によると、標準報酬月額の決定又は改定の基礎となる平成 20 年４月か

ら同年６月までの期間において、申立人は標準報酬月額 36 万円に相当

する報酬月額が事業主により申立人へ支払われていたことが確認できる

ことから、当該期間に係る標準報酬月額の記録を 36 万円に訂正するこ

とが必要である 

 

  ４ 申立期間④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨、⑫、⑬、⑭及び⑮について、Ｂ市

から提出された申立人に係る源泉徴収票等及び申立人が提出した賞与明

細書によると、申立人は当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、標準賞与額について、厚生年金特例法に基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与総支給額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内

であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

    したがって、当該期間に係る標準賞与額については、上述の賞与明細

書等において確認できる賞与総支給額及び保険料控除額から、申立期間

④及び⑤は 32 万円、申立期間⑥は 28 万円、申立期間⑦は 17 万円、申

立期間⑧は 27 万円、申立期間⑨は 29 万円、申立期間⑫は 22 万円、申

立期間⑬、⑭及び⑮は 21 万 5,000 円とすることが妥当である。 

    なお、事業主は申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか

否かについては、事業主への照会に対する回答を得られないが、事業主

から提出のあった賞与計算表、及び申立人及び元同僚が提出した賞与明

細書において、当該申立期間に賞与が支給された被保険者が複数確認で

きるところ、これら全ての者について、当該申立期間に係る標準賞与額

の記録が確認できないことから、事業主は、当該申立期間に係る賞与支

払届を社会保険事務所に提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、

当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ５ 申立期間①に係る標準報酬月額については、当該期間において申立人

が主張する標準報酬月額に見合う保険料が控除されていることが確認で

きる給与明細書等の資料が確認できない上、事業主及び元同僚から保険

料控除について具体的な供述が得られず、このほか、申立人の当該期間



                      

  

に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

また、申立期間⑩及び⑪に係る標準賞与額については、複数の元同僚

が提出した賞与明細書によると、事業主により当該期間に係る賞与から

厚生年金保険料を控除されていないことが確認できる。 

このほか、事業主から保険料控除について具体的な供述が得られず、

申立人が当該申立期間において、事業主により賞与から厚生年金保険料

を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、申立

人の当該申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間⑩及び⑪について、その主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めること

はできない。 

 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 52 年４月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を 16 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    昭和 50 年 11 月 22 日から 52 年３月 31 日まで、Ａ株式会社に勤務し、

同年４月１日付けでグループ会社のＣ株式会社（後に、Ｄ株式会社）に

転籍したが、この間、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたにもかかわらず、申立期間の被保険者記録が無いので、被保険

者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、事業所の人事担当者及び複数の同僚の供述から、

申立人が申立期間においてＡ株式会社（昭和 52 年４月１日にＡ株式会社

からＣ株式会社に転籍）に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人と同様にＡ株式会社において昭和 52 年３月 31 日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失し、Ｃ株式会社において同年４月１日に資格

を取得していることが確認できる同僚二人から提出された昭和 52 年３月

分賃金支給明細書及び同年４月分給与明細書により、いずれの月について

も、給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   さらに、申立期間当時におけるＡ株式会社の人事担当者は、「失業保険

の届出と勘違いして、退職日を喪失日として届けてしまったのだと思われ

る。申立人が勤務していたことに間違いは無く、厚生年金保険料は控除し

ていた。」旨供述している。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 52 年２月の社会保険事務所(当時)の記録から、16 万円とすること

が妥当である。 

   また、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は、不

明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないが、

事業主が資格喪失日を昭和 52 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業所が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6416 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）における資格喪失日に係る記録を昭和 52 年４月１日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を 18 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    昭和 43 年４月１日から 52 年３月 31 日まで、Ａ株式会社に勤務し、

同年４月１日付けでグループ会社のＣ株式会社（後に、Ｄ株式会社）に

転籍したが、この間、継続して勤務し給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたにもかかわらず、申立期間の被保険者記録が無いので、被保険

者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、事業所の人事担当者及び複数の同僚の供述から、

申立人が申立期間においてＡ株式会社（昭和 52 年４月１日にＡ株式会社

からＣ株式会社に転籍）に勤務していたことが認められる。 

   また、申立人と同様にＡ株式会社において昭和 52 年３月 31 日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失し、Ｃ株式会社において同年４月１日に資格

を取得していることが確認できる同僚二人から提出された昭和 52 年３月

分賃金支給明細書及び同年４月分給与明細書により、いずれの月について

も、給与から厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

   さらに、申立期間当時におけるＡ株式会社の人事担当者は、「失業保険

の届出と勘違いして、退職日を喪失日として届けてしまったのだと思われ

る。申立人が勤務していたことに間違いは無く、厚生年金保険料は控除し

ていた。」旨供述している。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ

る昭和 52 年２月の社会保険事務所(当時)の記録から、18 万円とすること

が妥当である。 

   また、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は、不

明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないが、

事業主が資格喪失日を昭和 52 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年３月 31 日と誤って記録することは考え難いこ

とから、事業所が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年 11 月から 42 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年 11 月から 42 年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 37 年＊月に、母がＡ県Ｂ市で私の国民年金の

加入手続をしたことが母の手紙に書いてあったのを覚えている。40 年

12 月に結婚して１年半くらい過ぎた 42 年６月頃に、父母がＣ地に来た

時に年金手帳を受け取り、その後は自分で保険料を納めていた。申立期

間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳になった昭和 37 年＊月にその母がＡ県Ｂ市で国民年金

に加入してくれたとしているが、申立人の国民年金の加入手続及び保険料

納付をしたとするその母は既に他界しており、申立人は直接関与していな

いことから、これらの状況は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 42 年６月頃に払い出されたと推認され、その

時点からすると申立期間のうち、37 年 11 月から 40 年３月までは時効に

より保険料を納付できない期間であり、同年４月から 42 年３月までは遡

って保険料を納付できる期間であるが、申立人は保険料を遡ってまとめて

納付した記憶は無いとしている上、当委員会においてオンラインの氏名検

索等により調査したが、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡も

見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年６月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

   また、申立人の昭和 58 年８月及び同年９月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年６月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 58 年８月及び同年９月 

申立期間①については、厚生年金保険に加入して国民年金保険料も納

付した期間であるが、私は当該期間の還付金を受け取った記憶は無い。

当該期間の国民年金保険料を還付してほしい。 

申立期間②については、昭和 58 年 12 月５日にＡ市役所の窓口で国民

年金保険料を納付したが納付月数と納付保険料額が相違している。厚生

年金保険と重複して納付した昭和 58 年８月分及び同年９月分の保険料

を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は厚生年金保険に加入して国民年金保険

料も納付した期間であり、当該期間の還付金を受け取った記憶は無いと

しているが、国民年金被保険者台帳（旧台帳）及びＡ市の国民年金被保

険者名簿には、申立期間の保険料を還付したことを示す還付金額や還付

期間、還付決定日が記載されており、この記載内容に不合理な点は無い

ことから、申立人は申立期間①の還付金を受け取ったものと推認される。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、申立人が所持する「国民年金保険料

（印紙代金）領収証書」に記載されているとおり、厚生年金保険に加入

していた昭和 58 年８月及び同年９月を含む同年４月から同年９月まで

の保険料を納付したとしているが、同領収証書の「領収金額」欄には



 

  

「23,320 円」と記載されており、当該金額は昭和 58 年の４月から同年

７月までの国民年金保険料額に相当し、かつ、この納付金額及び納付月

数はオンライン記録とも合致していることから、申立人は同年４月から

同年７月までの保険料を納付したものと推認され、申立期間②の保険料

を納付していたことはうかがえない。 

 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が昭和 55 年６月から同年 12 月までの国民年金保険

料を還付されていないものと認めることはできない。 

また、昭和 58 年８月及び同年９月の国民年金保険料を納付していた

ものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4528 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年６月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年６月から 57 年３月まで 

    申立期間については、私が 20 歳になった昭和 54 年＊月頃に父がＡ市

で国民年金の加入手続をして保険料を納付してくれた。父から年金手帳

を受け取った覚えがあり、申立期間が未加入となっていることに納得で

きない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人はその父が国民年金の加入手続をして保険料

を納付してくれたはずであるとしているが、申立人の国民年金の加入手続

及び保険料納付を行ったとするその父は既に他界しており証言を得られず、

申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与していないことか

ら、これらの状況が不明である。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険手帳記号番号が付番されて

おり、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立

人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡が見当たらない上、オンラ

イン記録には、申立人の厚生年金保険の資格取得日は昭和 57 年４月１日

と記載されていることから、申立期間は国民年金の未加入期間と推認され、

制度上保険料を納付できない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年４月から 55 年３月までの期間及び 56 年３月の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年４月から 55 年３月まで 

                          ② 昭和 56 年３月 

    私は、20 歳になった昭和 54 年＊月に父がＡ町役場（現在は、Ｂ市役

所）で国民年金の加入手続を行った。保険料は、納めてあるから心配は

無いと両親から聞いている。また、現在、年金手帳は２冊持っている。

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料納付も

行ったとしているが、その父は高齢で事情を聴取することができず、その

母は「保険料は納めたはず。」としているのみで、国民年金への加入時期

及び保険料納付の記憶が明確ではないことから、これらの状況が不明であ

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

資格取得時期から昭和 59 年５月頃に払い出されたと推認され、その時点

では申立期間は時効により納付できない期間である上、当委員会において

オンラインの氏名検索等により調査した結果でも申立人に別の国民年金手

帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年１月から 62 年３月まで 

    私の国民年金については、私が 20 歳になった昭和 58 年＊月に、父が

加入手続を行い、保険料についても父が納付していたと聞いている。国

民年金手帳は現在、所持しているものしかない。申立期間の保険料が未

納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父が申立人の国民年金の加入手続と保険料納付を行った

としているが、その父は既に他界しており、申立人自身は国民年金の加入

手続及び保険料納付に直接関与しておらず、これらの状況が不明である。 

また、申立人のＡ市国民年金被保険者名簿に「62.8.1 職権処理」と記

載のあること及び申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の

被保険者の資格取得時期から、昭和 62 年８月頃に払い出されたと推認さ

れ、その時点では、申立期間のうち 58 年１月から 60 年６月までは、時効

により保険料を納付できない期間であり、同年７月から 62 年３月までは、

遡って保険料を納付できる期間であるが、上記のとおり申立人の保険料納

付状況は不明である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により

調査した結果でも申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡

はうかがわれない。 

さらに、申立期間は、51 か月と長期間である上、申立期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4532（事案 1184 及び 2505 及び 3667 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年７月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年７月から 46 年３月まで 

申立期間に係る国民年金保険料は、妻が定期的に納付していたので、

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人及び申立人の保険料を納付し

ていたとするその妻は、保険料納付場所について明確な記憶が無く、加え

て、申立人は、当該期間の全期間において民間企業に勤務し、厚生年金保

険に加入しているなどのことから、既に当委員会の決定に基づく平成 20

年 12 月１日付け年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われてい

る。 

また、再申立て（平成 21 年６月１日付け）及び再々申立て（平成 22 年

３月 15 日付け）においても、申立人は新たな資料及び事情は無いとして

おり、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことか

ら、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年 11 月 16 日付け及び 22 年 10

月６日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知がそれぞれ行われてい

る。 

今回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料及び事情は無いとしてお

り、これまでに収集した資料等を再度検討したが、委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4535 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年７月から平成５年８月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年７月から平成５年８月まで 

私は 20 歳となった昭和 61 年＊月頃に、自分でＡ区役所において国民

年金の加入手続を行い、毎月、保険料を納付していた。なお、平成５年

頃には年金手帳を２冊所持していた。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳となった昭和 61 年＊月頃に、申立人自身がＡ区役所に

おいて国民年金の加入手続を行い、毎月、保険料を納付していたとしてい

るが、申立人は国民年金の加入手続及び保険料納付に関する記憶が明確で

なくこれらの状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成７年 11 月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立期間は 86 か月と長期間であり、行政機関において、長期

間にわたり国民年金の記録管理に誤りが続いたとは考え難い上、申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4536 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 12 月から 62 年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年 12 月から 62 年９月まで 

私は 20 歳となった昭和 49 年＊月頃に、自分でＡ市役所Ｂ支所におい

て国民年金の加入手続を行い、母が、毎月保険料を納付していた。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳となった昭和 49 年＊月頃に、申立人自身がＡ市役所Ｂ

支所において国民年金の加入手続を行い、その母が、毎月保険料を納付し

ていたとしている。しかしながら、申立人は国民年金の加入手続に関する

記憶が明確でなくその状況が不明であり、申立人の保険料を納付したとす

るその母は既に他界しており、当該期間に係る保険料の納付状況が不明で

ある。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成元年 11 月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立期間は 154 か月と長期間であり、行政機関において、長期

間にわたり国民年金の記録管理に誤りが続いたとは考え難い上、申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4537（事案 2610 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年８月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月から 46 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、母親が納付してくれたと思う

ので、未納とされていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡が見当たらない上、申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付したとしている母親も既に他界していて証言が得られず、申立人

もそれに関与していないことから、申立人の国民年金の加入及び保険料の

納付状況が不明であるなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21

年 12 月 10 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は新たな証拠及び証言は無いものの、当委員会の判断の理

由に納得できないとして申し立てているが、これは当委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情とは認められないこと、また、今回、当委員会が

改めてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡が見当たらなかったことから、申立人が申立

期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4539 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年 10 月から 51 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月から 51 年３月まで 

    私は、ねんきん特別便で未納期間があることを知った。私がＡ所に勤

務している時にお客様から年金は大切だから加入するよう勧められ、ま

た、両親からも保険や年金に入りなさいと言われたことから、私が国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してきた。申立期間が未

納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 46 年 10 月頃Ｂ市役所で国民年金の加入手続を行い、国

民年金保険料を納付してきたと主張している。しかしながら、申立人が所

持している年金手帳は、49 年 11 月以降に使用されている様式のもので、

申立人は当該年金手帳以外の別の年金手帳の交付を受けていないとしてお

り、また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険

者の資格取得時期から 51 年７月頃に払い出されたと推認される上、当委

員会においてオンライン氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、Ｂ市では、昭和 48 年度に印紙検認方式から納付書方式による３

か月ごとの保険料の納付方法に変更になったとしているが、申立人は、印

紙による納付の記憶は無く、納付書の形式を覚えておらず、保険料も１か

月か２か月ごとに納付したとするなど、保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、上記のとおり昭和 51 年７

月頃に払い出されたと推認され、そのことから、申立期間のうち 46 年 10

月から 49 年３月までは時効により国民年金保険料を納付できない期間で

あり、49 年４月から 51 年３月までは過年度納付により保険料を納付でき



 

  

る期間であるが、申立人は当該期間の保険料を過年度納付した記憶は無い

としている上、特例納付により保険料を納付した記憶も無いとしている。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

   



 

  

埼玉国民年金 事案 4542 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 11 年７月から同年９月までの期間及び 13 年６月から同年

９月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 11 年７月から同年９月まで 

② 平成 13 年６月から同年９月まで 

        申立期間①について、私は、平成８年３月にそれまで勤務していたＡ

所を退職し、国民年金に加入した。その加入手続はＢ区役所で行い、国

民年金保険料は口座振替で納付していた。申立期間①の保険料は、当時、

銀行口座に預金が無かったため口座引き落としができなかった期間であ

り、たびたび督促状と納付書が届いていたところ、お金に余裕ができた

12 年４月又は同年５月頃にまとめて納付したと思う。預金通帳には 12

年５月 28 日に４万円を引き出した記録があり、これは、その保険料納

付のために出金したお金だと思う。 

申立期間②について、私は、平成 13 年６月にＢ区からＣ区に転居し、

当時、Ｄ町の交差点付近にあったＥ銀行（現在は、Ｆ銀行）で、国民年

金保険料及び国民健康保険税の口座振替納付の手続等を行った。しかし、

銀行側の手違いにより国民年金保険料の手続が行われなかったため、申

立期間②は口座振替納付ができなかった。これについては納付書が届い

たことから発覚し、銀行側から謝罪があり、同年中に納付書を用いて、

同銀行でまとめて納付した。 

申立期間①及び②の国民年金保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、平成 12 年４月又は同年５月頃に当

該期間の国民年金保険料を納付書を用いて納付しており、所持している



 

  

預金通帳には 12 年５月 28 日に現金４万円を引き出した記録があり、こ

れは当該保険料納付のために出金したお金だと思うとしている。これに

ついて、申立人から提出された 12 年４月 10 日から同年５月 29 日まで

の期間の預金通帳の写しには、申立人の申述のとおり、同年５月 28 日

に申立期間①の保険料額３万 9,900 円に近い現金４万円を出金した記録

が確認できる。しかしながら、申立人が、その現金を申立期間①の保険

料納付に充てたことに関する客観的な資料等が見当たらず、それが保険

料納付に充てられたとまでは推認できない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、平成 13 年６月にＢ区からＣ区へ転

居した際、Ｅ銀行で国民年金保険料及び国民健康保険税の口座振替納付

の手続を行ったが、同銀行の手違いにより保険料の引き落としが行われ

なかったため、納付書を用いて同年中に申立期間②の保険料を納付した

としている。しかしながら、Ｃ区の住民票によると、申立人が転入届出

を行ったのは 13 年７月６日であり、Ｃ区では、その時点では 13 年６月

分の保険料から口座振替納付を行うことはできないとしていることから、

申立人の申述は当時の取扱いと符合しない。 

また、申立人が所持する預金通帳によると、Ｃ区転居後、国民年金保

険料については平成 13 年 11 月 15 日に引き落としが行われている一方、

国民健康保険税は 14 年３月時点においても引き落としが行われた記録

が見当たらず、申立人の申述と符合しない。 

 

３ 申立期間①及び②について、国民年金の事務処理については、昭和

59 年２月以降は記録管理業務がオンライン化され、電算による納付書

作成、領収済通知書の光学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務

処理の機械化が図られた上、平成９年１月に基礎年金番号が導入されて

おり、申立期間において記録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて

低くなっていると考えられる。 

また、申立人は申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していた

ものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4543 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13 年４月の国民年金保険料については納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年４月 

    申立期間について、私は、Ａ所を退職後、平成 13 年５月にＢ会社に

就職したが、同社に就職して数か月が経った頃、Ｃ町役場（現在は、Ｄ

市役所Ｃ町庁舎）から国民年金保険料の納付書が送られてきて、申立期

間の国民年金保険料を同役場で納付した。 

申立期間が未加入となっており、保険料納付済期間となっていないこ

とに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、Ｃ町役場から国民年金保険料の納付書が

送られてきたので、申立期間の国民年金保険料を同役場で納付したとして

いるが、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付方法等に関する記憶が明確ではなく、これらの状況が不明である。 

また、申立人が所持する国民年金手帳の国民年金の記録（１）欄には、

被保険者となった日が「平成７年＊月＊日」と、被保険者でなくなった日

が「平成 11 年９月１日」と記載されていることは確認できるが、申立期

間の記載は見当たらず、オンラインの記録も、申立期間は未加入期間とさ

れ、制度上保険料を納付することはできない期間である。 

さらに、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間において記

録漏れや記録誤り等の生じる可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連



 

  

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6375 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

   申立人の申立期間②における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録に

ついては、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 63年９月１日から平成５年８月１日まで  

             ② 平成５年８月１日から９年７月 30 日まで 

    日本年金機構の記録によれば、申立期間についての標準報酬月額が、

実際の給与より低く記録されている。調査の上、申立期間の標準報酬月

額の記録を修正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、標準報酬月額が実際の給与より低く

なっていると申し立てているが、オンライン記録により、申立人の昭和

63 年９月１日(厚生年金保険被保険者資格取得時)から平成元年 11 月 30

日までの期間の標準報酬月額は 47 万円、同年 12 月１日から５年８月１

日までの期間の標準報酬月額は、53 万円となっていることが確認でき

る。 

    また、申立人から提出された昭和 63 年 11 月分及び平成元年１月分の

賃金台帳によれば、当該期間の給与から控除された厚生年金保険料は、

当時の厚生年金保険の標準報酬月額 47 万円に相当することが確認でき

る。 

    なお、当時の厚生年金保険の標準報酬月額の上限額は、昭和 63 年９

月１日から平成元年 11 月 30 日までは 47 万円、同年 12 月１日から５年

８月１日までは 53 万円である。 

    さらに、平成２年１月分、３年１月分、４年１月分及び５年１月分の



  

賃金台帳によれば、給与から控除された保険料は、当時の厚生年金保険

の標準報酬月額 53 万円に相当することが確認できる。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立期間①において申立人が主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

       

  ２ 申立期間②について、申立人に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、

平成８年８月６日付けで、５年８月から６年 10 月までの標準報酬月額

(53 万円)及び同年 11 月から９年６月までの標準報酬月額(59 万円)が

11 万円に遡及して訂正されていることが確認できる。 

    しかしながら、申立人は、Ａ株式会社設立の時期から適用事業所でな

くなった時期まで一貫して代表取締役であったことが登記簿謄本で確認

できる。 

    また、所在が判明した元社員５人に照会し、回答のあった５人のうち、

２人は、「社会保険手続は事業主の妻が担当していた。」とし、ほかの

２人は、「事業所が委託した会計事務所が行った。」とし、残る１人は、

「分からない。」と供述しているところ、当該会計事務所とは連絡がつ

かず、当時の社会保険手続について確認することができない。 

    さらに、元社員の一人は、「事業所は当時、経営不振で、税金の督促

状を何回も目にした。」とし、ほかの一人は、「当時、事業所は資金繰

りに苦労しており、時期は定かではないが、給与の遅配もあった。」と

供述している上、申立人は、「社会保険料の滞納があり、平成９年５月

頃に社会保険事務所(当時)から金融機関の会社名義の口座が差し押さえ

られた。」と供述している。 

    加えて、申立人は、「会社印等は事業所の机の中に保管していたが、

当時、銀行から派遣された者が社会保険事務所に届け出たと思われ

る。」と供述しているが、その者は、既に亡くなっていることから、供

述が得られなかった上、社会保険事務所が、事業主であった申立人の同

意を得ずに、又は申立人の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったも

のと認めることはできない。 

    これらの事情及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、会社の業務を執行する責任を負っている代表取締役であった

ことから、会社の業務としてなされた当該行為については責任を負うべ

きであり、自らの標準報酬月額の減額処理に職務上関与しながら、当該

遡及訂正処理が有効ではないと主張することは信義則上許されず、申立

人の申立期間②に係る標準報酬月額の記録の訂正を認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 6376 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月 10 日から 43 年 12 月 15 日まで 

    高校を卒業し、昭和 41 年４月 10 日から 43 年 12 月 15 日までＡ区の

Ｂ社Ｃ部局にＤ業務で勤務した。申立期間を厚生年金保険被保険者とし

て認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は高校卒業後、Ｂ社Ｃ部局（正式名称はＥ部局）に就職し、Ｆ競

技をするためにＧ（チーム）に在籍していたと供述している。 

しかしながら、Ｅ部局を含む後継組織の株式会社Ｈは、「Ｇに所属する

職員は共済組合に加入していたが、申立人に係る人事記録等は無く、Ｈに

所属していたことは確認できない。」と回答している。 

また、Ｉ基金は、「申立人に係る共済年金加入記録、人事記録について

確認できず、退職一時金の支給についても確認できないことから、申立人

は共済年金に加入できない雇用形態の臨時職員等であったと想定される。

申立人が、当該臨時職員等が加入することとなっていた厚生年金保険の適

用条件に該当していたかは不明。」と回答している。 

さらに、申立人が所属していたとするＢ社Ｅ部局は、厚生年金保険適用

事業所名簿により、申立期間において厚生年金保険の適用事業所ではない

ことが確認できる上、申立人は同僚の氏名を記憶していないため、申立て

の事実について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6377 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年 11 月１日から 36 年９月 28 日まで 

    厚生労働省の記録によれば、Ａ株式会社における申立期間に係る脱退

手当金が支給されたことになっているが当該脱退手当金は請求しておら

ず、受給もしていないので記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において昭和 37 年 12 月７日に 34 月 6,000 円が支給さ

れたことになっており、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記

録から算出した法定支給額と一致する。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6378 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月１日から 49 年 12 月 20 日まで 

    叔父がＡ区Ｂ町のＣ株式会社（現在は、株式会社Ｄ）の社長と友人で

あったことから、同社長の紹介でＥ株式会社（商業登記簿上は、株式会

社Ｆ 現在は、Ｇ株式会社）に昭和 43 年の春頃就職した。Ｅ株式会社

は社会保険が無かったので昭和 43 年６月１日から 44 年 10 月１日まで

はＣ株式会社で厚生年金保険に加入した。申立期間の厚生年金保険被保

険者記録が無いが、この期間はＥ株式会社のＨ担当社員として勤務し、

厚生年金保険料を給与から天引きされていたと思うので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 株式会社Ｆ（Ｉ区Ｊ地）は昭和 44 年９月 18 日に設立し、昭和 47 年５

月 12 日にＡ区Ｋ地に所在地変更の上、「Ｇ株式会社」に名称変更してお

り、申立期間において法人であったことが確認できる。 

また、当該事業所も申立人も「従業員の人数は５人以上になったことは

無い。」としているものの、法人に雇用される従業員数としては常勤の役

員を含み常時５人以上であったことから、当時事業所は厚生年金保険適用

事業所として強制適用されるべき事業所であったと推認できる。 

 しかしながら、年金事務所の記録ではＩ区Ｊ地の「Ｅ株式会社」及び

「株式会社Ｆ」、またＡ区Ｋ地の「Ｇ株式会社」が厚生年金保険の適用

事業所となった記録は見当たらない。 

また、Ｇ株式会社の元事業主の妻は「社長は『うちのような小さい会社

は社会保険料を払っていかれないから加入しない。』と言って従業員にも

承知してもらって国民健康保険と国民年金に加入してもらっていた。私た



  

ち自身、国民年金の被保険者であった。」としており、年金事務所の記録

からも当該事実が確認できる。 

さらに、当該事業所は「記録が無いため申立人の在籍期間は分からない。

年金には入っていないので厚生年金保険料を申立人の給与から控除したこ

とは無い。」としており、申立人が記憶する同僚二人は所在が分からない

ため、申立人の在籍期間及び保険料控除の事実について供述を得ることが

できない。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると､

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6380 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年８月１日から 29 年３月１日まで 

             ② 昭和 29 年９月 13 日から 30 年４月１日まで 

             ③ 昭和 30 年７月８日から 31 年２月 18 日まで 

             ④ 昭和 31 年２月 20 日から同年 12 月 30 日まで 

             ⑤ 昭和 32 年２月 15 日から同年 11 月１日まで 

             ⑥ 昭和 32 年 11 月４日から 40 年６月 10 日まで 

厚生労働省の記録では、申立期間に係る脱退手当金が支給されたこ

とになっているが、当該脱退手当金を請求しておらず、受給もしてい

ないので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間⑥に係る事業所別被保険者名簿には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示があるとともに、申立期間の脱退手当金は、支

給金額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には

脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）

から当該脱退手当金の裁定庁へ回答したことが記録されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6381 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年４月 21 日から 17 年８月１日まで 

    ねんきん定期便によると、株式会社Ａに勤務した期間のうち、申立期

間の標準報酬月額が実際に支払われた給与額と相違しているので、標準

報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、平成 15 年４月から同年 12 月までの期間について、

Ｂ市役所から提出された申立人の同年分確定申告データにおける社会保

険料等の金額は、オンライン記録から算出される社会保険料額より高額

であることが認められる。 

  しかしながら、申立人が所持する預金通帳に記載されている平成 15

年６月度から同年 12 月度までの給与振込額は、申立てどおりの給与が

支給されていることが確認できる申立人が所持する 17 年７月度給与明

細書及び預金通帳に記載されている給与振込額と相違する上、Ｂ市役所

から提出された申立人の 15 年分確定申告データにおける所得額は、オ

ンライン記録から算出される所得額とほぼ見合う額であることから、当

該期間において、申立てどおりの給与額が支給されていたとは考え難い。 

さらに、株式会社Ａは、当該期間に係る報酬月額や厚生年金保険料の

控除額が分かる賃金台帳等の資料を保持していないことから、申立人の

申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認することができない。 

なお、オンライン記録には遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡

は無い。 



  

 

２ 申立期間のうち、平成 16 年１月から 17 年７月までの期間について、

申立人が所持する株式会社Ａ発行の同年７月度給与明細書、預金通帳、

Ｂ市役所から提出された申立人の 16 年分及び 17 年分確定申告データか

ら、申立人が、当該期間において、その主張する給与額を支給されてい

たことがうかがえる。 

しかしながら、申立人が所持する平成 17 年７月度給与明細書に記載

されている厚生年金保険料の控除額は、オンライン記録から算出される

厚生年金保険料額と一致することが確認できる上、Ｂ市役所から提出さ

れた申立人の 16 年分及び 17 年分確定申告データにおける社会保険料等

の金額は、オンライン記録から算出される社会保険料額にほぼ見合う額

であることが確認できる。 

また、株式会社Ａは、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除

額が分かる賃金台帳等の資料を保持していないことから、申立人の申立

期間の報酬月額及び保険料控除額について確認することができない。 

さらに、Ｃ年金事務所から提出された申立人に係る平成 17 年８月の

健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額変更届に記載されている標準報

酬月額は、オンライン記録と一致している上、当該記録において遡って

標準報酬月額の訂正が行われた形跡は無い。 

 

３ このほか、申立人が主張する報酬月額及び標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事情及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22 年 12 月から 25 年３月まで 

申立期間に、私はＡ地にあったＢ（現在は、株式会社Ｃ）に勤務して

いた。当時、Ｂは進駐軍によって接収されており、Ｄ業務を担当してい

た。申立期間は、給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ｂへの就職の経緯や業務内容を記憶しており、複数

の同僚も申立人のことを記憶していることから、期間の特定はできないも

のの、申立人がＢで勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人と同時期に同社で勤務し、かつ、昭和 25 年２月

以降も継続して勤務していた複数の同僚は、「昭和 21 年から 22 年頃より

同社で勤務していたが、厚生年金保険に加入したのは 25 年２月からだっ

た。当時は駐留軍の接収下にあり、入社後数年間は保険料控除もされてい

なかった。」と供述していることから、当時、同社では必ずしも全従業員

を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったことが

うかがえる。 

また、株式会社Ｃは、「60 年以上前のことであり、何ら資料が残存し

ていないため、不明である。申立期間の勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できない。」と供述していることから、申立人の勤務実態

及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、株式会社Ｂに係る複数の事業所別被保険者名簿を確認したとこ

ろ、申立期間に係る申立人の氏名は見当たらず、申立期間における健康保

険整理番号にも欠番は無い上、昭和 19 年 12 月 13 日から 24 年５月 10 日



  

までの期間は、株式会社Ｂにおいて新たに厚生年金保険の被保険者資格を

取得した者は３人のみ（21 年４月取得）であり、ほとんどの者が 25 年２

月１日に資格取得をしていることが確認できる。 

なお、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6386（事案 392、2040 及び 4241 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月 30 日から同年 12 月 31 日まで 

    昭和 44 年から平成９年まで、Ａ有限会社に継続して勤務した。途中

で社名は、Ｂ株式会社、Ｃ株式会社に変わったが、途中で退職したこと

はなく、申立期間についても給与から厚生年金保険料が控除されていた

ので、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間にＡ有限会社（現在は、Ｃ株式会社）に勤務していた

ことは、同社の社員であった者の供述等からうかがえるものの、申立人が

申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていた

事実を確認できる資料は無いなどのことから、既に当委員会の決定に基づ

く平成 20 年 12 月１日付け年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行

われている。 

また、再申立て（平成 21 年３月 25 日付け）及び再々申立て（平成 22

年３月 15 日付け）においても、事業主等から申立期間に係る申立人の給

与からの保険料控除を確認できる新たな資料等を得ることはできないなど

のことから、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年 11 月 16 日付け及び

22 年 10 月６日付け年金記録の訂正は必要ではないとする通知がそれぞれ

行われている。 

今回の申立てにおいて、申立人は、新たな資料及び事情は無いとしてお

り、再度の調査において、事業主等から申立期間に係る申立人の給与から

厚生年金保険料を控除されていた事実を確認できる資料及び供述を得るこ

とはできず、これまでに収集した資料等を再度検討したが、委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6388 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 10 月 23 日から 48 年３月 30 日まで 

             ② 昭和 48 年６月 11 日から 49 年２月 21 日まで 

             ③ 昭和 49 年７月 24 日から 52 年 12 月 25 日まで 

    申立期間①及び③はＡ株式会社に、申立期間②はＢ株式会社にＣ担当

として夫とともに勤務した。しかし、この間の厚生年金保険の被保険者

記録が無い。この期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び③について、雇用保険の記録及びＡ株式会社が提出し

た乗務員台帳及び回答書から、申立人が同社に勤務していたことが確認

できる。 

  しかしながら、Ａ株式会社は、当時の賃金台帳、厚生年金保険に係る

届出書を保存しておらず、申立人の厚生年金保険の加入及び保険料の控

除については不明とした上、事業主は「当時、厚生年金保険の加入は従

業員の任意としていた時期がある。」と回答している。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

申立期間①及び③において同社の被保険者であった同僚 34 人のうち、

12 人から回答を得たところ、３人が申立人を記憶していたが、申立人

の勤務実態及び保険料控除についての具体的な供述を得ることはできな

い上、このうちの１人は、当時、厚生年金保険の加入は従業員の任意で

あったと供述している。 

さらに、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、

申立期間①及び③について申立人の記録は見当たらず、かつ、整理番号



  

にも欠落は見当たらなかった。 

 

２ 申立期間②について、雇用保険の記録から、申立人は、Ｂ株式会社

（平成 14 年、Ｄ株式会社に吸収合併）に勤務していたことがうかがえ

る。 

  しかしながら、Ｂ株式会社が作成した、Ｅ組合に提出した被保険者資

格取得届によれば、申立人と一緒に入社したとするその夫と申立人の名

前が健康保険証番号の連番で確認できるが、同社がＦ社会保険事務所

（当時）に提出した厚生年金保険の被保険者資格取得届においては、申

立人の夫の名前は確認できるものの、申立人の名前は確認できなかった。 

また、Ｄ株式会社はＢ株式会社に係る従業員記録及び賃金台帳を保存

しておらず、同社の当時の事業主も亡くなっていることから、同社にお

ける申立人の厚生年金保険の加入及び保険料の控除について確認できな

かった。 

さらに、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と申立期間②の申立人の記録は見当たらず、かつ、整理番号にも欠落は

見当たらなかった。 

加えて、申立期間②において同社の被保険者であったことが確認でき

る同僚のうち 11 人に問い合わせ５人から回答を得たが、申立人を記憶

している者はいなかった。 

 

３ 申立期間①、②及び③について、申立人が厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無

く、厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情も見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6407 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年３月 29 日から同年４月１日まで 

私は、株式会社Ａに勤務していた昭和 52 年４月から退職した 54 年

３月分まで 24 か月分の給料から、厚生年金保険料が控除されていた。

しかし年金事務所の記録では、厚生年金保険の被保険者期間が 23 か月

となっている。給与明細書などは無いが、調査の上、昭和 54 年３月 29

日から 54 年４月１日までの期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａにおいて、昭和 52 年４月から 54 年３月までの

24 か月間の給与から厚生年金保険料が控除されていたのであるから、

被保険者期間は 24 か月間であると申し立てている。 

しかしながら、申立人の被保険者期間について、厚生年金保険法第

19 条において「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、

被保険者資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこ

れに算入する。」とされ、同法第 14 条において、「資格喪失の時期は、

その事業所に使用されなくなった日の翌日とする。」とされていると

ころ、申立人に係る雇用保険の記録では、離職日が昭和 54 年３月 28

日となっているとともに、申立人自身、「当該事業所における勤務は

雇用保険の記録のとおりである。」と述べていることから、申立人の

厚生年金保険の資格喪失日（同年３月 29 日）に誤りは無く、申立期間

に係る勤務実態は確認できない上、申立人が当該事業所を退職した同

年３月については厚生年金保険の被保険者期間では無かったことが確

認できる。 



  

また、事業所は、厚生年金保険料の控除について翌月控除であると

述べており、申立人の雇用保険被保険者資格喪失確認通知書を提出し、

「申立人は、54 年３月 28 日に退職しており、資格を喪失した月につい

ては、厚生年金保険料（同年３月分）を控除できないので控除していな

い。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6408 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年６月１日から 31 年７月 18 日まで 

           ② 昭和 31 年９月 14 日から同年 12 月 31 日まで 

  現在、Ａ株式会社Ｂ工場、Ｃ株式会社及びＤ株式会社Ｅ所での厚生年

金保険被保険者期間は脱退手当金を受け取ったという記録になっている

が、私はＤ株式会社Ｅ所の期間の脱退手当金を受け取った記憶はあるが、

Ａ株式会社Ｂ工場とＣ株式会社の期間の脱退手当金は受け取った記憶が

無いので、２社分の期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間後に勤務したＤ株式会社Ｅ所における被保険者期間

については、脱退手当金の受給を認めているところ、脱退手当金を受給す

る場合、過去の全ての厚生年金保険被保険者期間をその計算の基礎とする

ものであり、同社を退職後の昭和 42 年３月 16 日に支給決定された脱退手

当金は、申立期間を含む同一の厚生年金保険被保険者記号番号で管理され

ている支給決定日前の厚生年金保険被保険者期間を基礎として計算され、

一連の事務処理も申立期間を含む脱退手当金が支給されたものとなってお

り、不自然さはうかがえない。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手

当金が支給されたとする昭和 42 年３月 16 日の直前の 42 年２月に脱退手

当金の裁定のために必要となる被保険者記録等を社会保険庁（当時）から

当該脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことが記録

されている。 

  さらに、申立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給した



  

ことを疑わせる事情は見当たらない。 

  これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年６月 17 日から 43 年５月 20 日まで 

平成＊年頃社会保険事務所（当時）に 60 歳からの年金について相談

に行った際、株式会社Ａに勤務していた期間が脱退手当金を受給したこ

とになっていたと分かったが、受給した記憶が無い。申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記されているとともに、厚生年金保険被保険者

資格喪失日から約３か月後の昭和43年８月７日に支給決定されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6412 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録については、訂正す

る必要は認められない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年２月 21 日から同年３月 21 日まで 

         Ａ株式会社の給与明細書から、昭和 58 年２月分及び同年３月分の厚

生年金保険料が控除されているにもかかわらず、申立期間の厚生年金

保険被保険者記録が無い。調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の厚生年金保険被保

険者記録の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人が提出した給与明細書及び雇用保険の加入記録から、申立人が申

立期間においてＡ株式会社（昭和 58 年３月 21 日にＡ株式会社からＢ株式

会社に異動）に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

しかしながら、株式会社Ｃから提出された申立人の資格喪失に係るＡ株

式会社の厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書には、申立人が昭和

58 年２月 21 日に資格を喪失した旨の記載が確認できるとともに、同通知

書には、同年３月５日付けの社会保険事務所（当時）の受付印及び申立人

を代表取締役とする「Ｄ市Ｅ町＊番地 Ａ株式会社 代表取締役 Ｆ」の

横判（ゴム印）が確認でき、代表取締役として申立人が自身の厚生年金保

険資格喪失の届出を行っていることが確認できることから、申立人が厚生

年金保険の被保険者資格に基づく保険料の納付義務を履行する職責にあっ

たにもかかわらず、当該社会保険及び給与計算に係る事務に関与していな

かったとは認められない。 

また、申立人のＡ株式会社における雇用保険の被保険者記録は無い上、

同社が加入していたＧ基金は平成 18 年２月＊日に解散しており、申立人



  

の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

さらに、Ａ株式会社が加入していたＨ組合における申立人の申立期間に

係る被保険者記録は確認できない。 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）

が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを

知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正

の対象とすることはできない旨規定されている。 

これらのことから、申立人は、上記のとおり特例法第１条第１項ただし

書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、

当該期間については、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6414 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年５月１日から 33 年９月まで 

    昭和 31 年６月 11 日から 33 年９月までの間、株式会社Ａに勤務し、

給与から厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間の被保険者記録

が無いので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、株式会社Ａに昭和 31 年６月 11 日から 33 年９月まで勤務し、

この間、給与から厚生年金保険料を控除されていたと申し立てている。 

   しかしながら、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿から、申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確認でき

る５人に同僚照会し、回答の得られた３人全員が申立人の勤務実態につい

て不明とし、申立期間の厚生年金保険料が控除された事実をうかがわせる

供述は得られなかった。 

また、上記３人の同僚は自身の被保険者記録について「問題無い。」と

回答している上、これら３人の同僚の入社日及び退社日と厚生年金保険と

の関係を照合したところ、全員の退社日と資格喪失日とが合致しているこ

とが確認できる。 

   さらに、株式会社Ａは、「事業所は、昭和 49 年以降の人事記録しか保

存していないため、それ以前における社員の勤務実態及び厚生年金保険料

の控除等については不明である。」と回答し、株式会社Ａが加入している

Ｂ組合は、「申立人の氏名及び生年月日で加入記録を検索したが該当者は

いなかった。Ａは、昭和 36 年 12 月１日付けで健康保険に加入しているた

め、申立期間は適用事業所となっていない。」と回答している。 

   加えて、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）、健康保険厚生



  

年金保険事業所別被保険者名簿（マイクロ記録）とオンライン記録は合致

している。 

   このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い上、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


